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表紙

寺 崎 電 気 産 業 株 式 会 社

第45期定時株主総会
その他の電子提供措置事項(交付書面非記載事項)

■　事業報告
「業務の適正を確保するための体制及び運用状況の概要」

■　連結計算書類
「連結株主資本等変動計算書」
「連結注記表」

■　計算書類
「株主資本等変動計算書」
「個別注記表」

第45期（2024年４月１日から2025年３月31日まで）
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業務の適正を確保するための体制

　業務の適正を確保するための体制及び運用状況の概要
　当社は、会社法及び会社法施行規則に基づき、取締役会において、内部統制システムの整備の
基本方針を次のとおり決議しております。また、企業価値の継続的向上を図るためには、経営の
効率性を追求するとともに、事業活動より生じるリスクをコントロールすることが必要であり、
このための内部統制強化が不可欠であるとの基本認識のもと、以下に掲げる諸施策の継続的な実
施を推進してまいります。

１．当社の取締役の職務の執行が法令及び定款に適合していることを確保するための体制
　当社は、取締役、従業員を含めた行動規範として「寺崎電気グループ企業倫理綱領」を定め、
この遵守を図っている。取締役会については、その適切な運営を確保するために「取締役会規
程」を定めている。取締役会は、月１回以上開催することを原則とし、その他必要に応じて随時
開催し、取締役間の意思疎通を図るとともに相互に業務執行を監督し、法令・定款違反行為の未
然防止に努めている。また、当社は監査等委員会設置会社であり、監査等委員会は監査の方針を
定め、監査等委員は取締役の職務の執行を監査している。取締役が他の取締役の法令・定款の違
反行為を発見した場合は、直ちに監査等委員会及び取締役会に報告し、その是正を図る。

２．当社の取締役の職務執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　取締役の職務執行に係る情報については、「取締役会規程」に基づき取締役会議事録を作成
し、適切かつ確実に検索性の高い状態で保存・管理することとし、10年間は閲覧可能な状態を
維持する。

３．当社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
⑴　当社は、当社の業務執行に係るリスクとして、以下①から③のリスクを認識し、その把握と

管理、個々のリスクに対する管理責任者についての体制を整える。
①　当社に直接または間接に経済的損失をもたらす可能性
②　当社事業の継続を中断・停止させる可能性
③　当社の信用を毀損し、ブランドイメージを失墜させる可能性

⑵　リスク管理体制の基礎として、「リスクマネジメント基本規程」を定め、個々のリスクにつ
いての管理責任者を決定し、同規程に従ったリスク管理体制を構築する。不測の事態が発生し
た場合には、社長を本部長として、顧問弁護士等も含む対策本部を設置し、迅速かつ適切に対
応し、損害の拡大を防止するとともに、これを最小限に止める体制を整える。
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業務の適正を確保するための体制

４．当社の財務報告の適正性を確保するための体制
　当社及び当社グループの財務報告の適正性を確保するため、「財務報告に係る内部統制規程」
及びその関連規程にて、財務報告の基本方針を定め、同報告に係る内部統制を整備及び運用する
体制を構築する。

５．当社の取締役の職務の執行が有効かつ効率的に行われることを確保するための体制
⑴　取締役の職務の執行が有効かつ効率的に行われることを確保するための体制の基礎として、

取締役会を月１回以上開催することを原則とするほか、必要に応じて適宜臨時に開催し、当社
の経営方針及び経営戦略に関わる重要事項は審議を経て決定を行う。

⑵　取締役会の決定に基づく業務執行については、「職務分掌規程」及び「職務権限規程」に基
づき、それぞれの部署の組織、職務分掌の範囲、各職位を担当する者の責任及び権限を定めて
いる。

⑶　執行役員制度を導入し、迅速かつ的確な業務執行を実現する。

６．当社の従業員の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
⑴　コンプライアンス体制の基礎として、「寺崎電気グループ企業倫理綱領」及び「企業倫理行

動指針」を定めている。社長を委員長とする内部統制委員会を設置し、内部統制システムの構
築・維持・向上を推進する。

⑵　内部監査部門として、執行部門から独立した社長直轄の監査室を設置している。
⑶　取締役は、当社における重大な法令違反その他コンプライアンスに関する重要な事実を発見

した場合には、直ちに監査等委員に報告し、遅滞なく取締役会において報告する。
⑷　法令違反その他のコンプライアンスに関する事実についての社内報告体制として、「内部通

報規定」に基づきその運用を行う。
⑸　監査等委員は、当社の法令遵守体制及び内部通報システムの運用に問題があると認めるとき

は、意見を述べるとともに、改善策の策定を求めることができる。

－ 2 －



2025/05/29 19:33:00 / 24182437_寺崎電気産業株式会社_招集通知

業務の適正を確保するための体制

７．当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
⑴　子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当該会社への報告に関する体制として、グルー

プ会社における業務の適正を確保するために、グループ企業全てに適用する行動指針として、
「寺崎電気グループ企業倫理綱領」を定めており、これを基礎として、グループ各社で諸規程
を定める。

　　経営管理については、グループ会社経営管理の基本方針は「経営方針書」において定められ
ており、「関係会社管理規程」に従い、子会社の取締役等の職務執行の効率性の確認として、
当社への決裁・報告制度による子会社経営の管理を行い、子会社に損失の危機等不具合の気配
がある時には必要に応じてモニタリングを行う。

　　取締役は、グループ会社において、法令違反その他コンプライアンスに関する重要な事実を
発見した場合は、監査等委員に報告する。

⑵　反社会的勢力に対しては、「寺崎電気グループ企業倫理綱領」に基づき、毅然とした態度で
排除する。

⑶　子会社の取締役等の職務の執行が法令、定款に適合することを確保するための体制として、
子会社が、当社からの経営管理、経営指導内容等が法令に違反し、その他、コンプライアンス
上問題があると認めた場合には、監査室に報告する。監査室は社長及び取締役会に報告し、直
ちに監査等委員にも報告を行うとともに、意見を述べることができる。監査等委員は意見を述
べるとともに、関係部署に対して改善案の策定を求めることができる。

８．当社の監査等委員より、監査等委員の職務を補助すべき従業員を置くことの求めがあった場合
における、当該従業員に関する事項と当該従業員の取締役（監査等委員である取締役を除く。）
からの独立性に関する事項
⑴　監査等委員の職務を補助すべき従業員に対する監査等委員の指示の実効性を確保するため

に、監査等委員より、監査等委員の職務を補助すべき従業員を置くことの求めがあった場合に
は、「監査等委員会規程」に基づき、監査等委員の職務を補助すべき従業員として、当社の従
業員から監査等委員補助者を任命する。その場合、監査等委員補助者の評価は監査等委員が行
い、監査等委員補助者の任命、解任、人事異動、賃金等の改定については、監査等委員会の同
意を得た上で取締役会が決定し、取締役からの独立を確保する。

⑵　監査等委員補助者は、業務の執行に係る役職を兼任しない。
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業務の適正を確保するための体制

　９．当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び従業員が監査等委員に報告をするため
の体制、及び監査等委員の監査が実効的に行われることを確保するための体制
⑴　 取締役及び従業員が監査等委員に報告すべき事項、並びに時期についての規程及び監査等

委員の職務執行により生ずる費用等の処理に係る方針を含む「監査等委員監査規程」を定めて
おり、当該規程に基づき、取締役及び従業員（子会社の取締役等や当該取締役等から報告を受
けた者を含む）は、当社の業務または業績に影響を与える重要な事項について監査等委員に報
告するものとする。前記にかかわらず、監査等委員はいつでも必要に応じて、取締役及び従業
員に対して報告を求めることができる。

⑵　報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制について
は、「内部通報規定」に基づき、その適切な運用を維持することにより、法令違反その他のコ
ンプライアンス上の問題について、監査等委員への適切な報告体制を確保する。

　10．業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　　当連結会計年度に実施した当社グループにおける内部統制システムの主な運用状況は以下の

とおりであります。
⑴　コンプライアンスに関する取り組み
　　当社では「寺崎電気グループ企業倫理綱領」を定め、これに基づく「企業倫理行動指針」を

別途定めて取り組んでおります。
　　当連結会計年度においては、新入社員研修及び統括管理者会議での企業倫理綱領と行動指針

の説明に加え、グループ全社の従業員を対象としたコンプライアンス研修を実施し、コンプラ
イアンス意識の向上に努めております。

　　また内部統制委員会を年２回開催し、企業倫理綱領に伴う行動指針の遵守状況などを報告し
確認しております。

⑵　リスク管理体制の強化
　　当社ではリスク管理の最上位規程として「リスクマネジメント基本規程」を制定して、当社

の経営並びに事業活動に重大な影響を与えるリスクについて認識して取り組んでおります。
　　当連結会計年度においてもリスクマネジメント委員会を２回開催し、リスクマネジメント活

動への取り組みについて報告し、確認しております。

－ 4 －



2025/05/29 19:33:00 / 24182437_寺崎電気産業株式会社_招集通知

業務の適正を確保するための体制

⑶　企業グループにおける業務の適正の確保
　　当社では「取締役会規程」及び「関係会社管理規程」を定めてグループ全体の業務の適正確

保に努めております。具体的には取締役会において、前記規程に従った重要事項の審議と決定
を行っております。また、前月の事業実績を報告し今後の施策について検討する経営会議をは
じめとして、社内の各種会議に当社グループ関係者も参加させてグループとしての業務の適正
の確保に努めております。

⑷　監査等委員会の監査状況
　　監査等委員は、取締役会、経営会議等の重要な会議への出席を通じ、取締役等から業務の執

行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めております。監査等委員会は独自の監査
に加え、内部監査部門が行った監査に関する報告を受け、当社グループ全体の効果的な監査に
努めております。また、会計監査人からは、監査結果報告を受けるとともに意見交換を行い、
適正な監査を実施しているかを確認しております。
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連結株主資本等変動計算書

( 2024年 4 月 1 日から
2025年 3 月31日まで )

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本 合 計

当 期 首 残 高 1,236,640 2,244,650 36,586,037 △1,513 40,065,814

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △469,041 △469,041

親会社株主に帰属
す る 当 期 純 利 益 4,451,526 4,451,526

自 己 株 式 の 取 得 △110 △110

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)

当 期 変 動 額 合 計 － － 3,982,485 △110 3,982,375

当 期 末 残 高 1,236,640 2,244,650 40,568,523 △1,624 44,048,189

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

純資産合計そ の 他
有 価 証 券
評 価 差 額 金

為 替 換 算

調 整 勘 定

退 職 給 付 に
係 る 調 整
累 計 額

そ の 他 の
包 括 利 益
累 計 額 合 計

当 期 首 残 高 578,411 4,149,914 1,997,534 6,725,860 46,791,674

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △469,041

親会社株主に帰属
す る 当 期 純 利 益 4,451,526

自 己 株 式 の 取 得 △110

株 主 資 本 以 外 の
項 目
の 当 期 変 動 額
( 純 額 )

110,031 224,219 323,963 658,214 658,214

当 期 変 動 額 合 計 110,031 224,219 323,963 658,214 4,640,589

当 期 末 残 高 688,443 4,374,134 2,321,497 7,384,074 51,432,264

連結株主資本等変動計算書

（注）　記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表

連結注記表

（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）

１．連結の範囲に関する事項
⑴　連結子会社の数： 12社

主要な連結子会社の名称：TERASAKI ELECTRIC (EUROPE) LTD.
TERASAKI ELECTRIC (M) SDN.BHD.
TERASAKI ELECTRIC CO., (FAR EAST) PTE.LTD.
TERASAKI ELECTRIC (CHINA) LTD.
TERASAKI ELECTRIC (SHANGHAI) CO., LTD.
テラテック株式会社
テラメックス株式会社

⑵　主要な非連結子会社の名称等
①　主要な非連結子会社の名称：TERATEC(USA)INC.　他
②　連結の範囲から除いた理由

非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益
（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計
算書類に重要な影響を及ぼしていないためであります。
なお、前連結会計年度末において持分法非適用の関連会社であった阪南ビジネ
ス株式会社は当連結会計年度において全株式を取得したことにより当社の子会
社となり、寺崎ビジネス株式会社へ社名変更しております。当該子会社は連結
の範囲および持分法の適応範囲から除外しております。

２．持分法の適用に関する事項
⑴　持分法適用会社はありません。
⑵　持分法の適用範囲から除いた理由

非連結子会社（TERATEC(USA)INC. 他）は、当期純損益（持分に見合う額）
及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連
結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため
持分法の適用範囲から除外しております。
なお、前連結会計年度末において持分法非適用の関連会社であった丸正工業株
式会社は当連結会計年度において保有する全株式を売却したため関連会社から
除外されております。
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連結注記表

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社のうち、TERASAKI ELECTRIC (CHINA) LTD.及びTERASAKI ELECTRIC (SHANGHAI) CO.,LTD.の
決算日は12月31日であります。連結計算書類の作成にあたっては、これらの会社については、連結決算日
現在で実施した仮決算に基づく計算書類を使用しております。その他の連結子会社の決算日は、連結会計年
度の末日と一致しております。

４．会計方針に関する事項
⑴　重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券
その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの：　時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価
は移動平均法により算定）を採用しております。

市場価格のない株式等　　　　　：　総平均法に基づく原価法を採用しております。
②　デリバティブ

時価法を採用しております。
③　棚卸資産

a)商品及び製品、原材料
　　主として総平均法に基づく原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法によ

り算定）を採用しております。
b)仕掛品

システム製品：　主として個別法に基づく原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切
下げの方法により算定）を採用しております。

機器製品　　：　主として総平均法に基づく原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価
切下げの方法により算定）を採用しております。

c) 貯蔵品
　　主として最終仕入原価法を採用しております。
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⑵　重要な減価償却資産の減価償却の方法
①　有形固定資産（リース資産を除く）

当社及び国内連結子会社は定率法を、また、在外連結子会社は主として定額法を
採用しております。
ただし、当社及び国内連結子会社は1998年４月１日以降に取得した建物（建物
附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築
物については、定額法によっております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物　　： 2 ～50年
機械装置及び運搬具： 2 ～ 7 年
工具器具備品　　　： 2 ～20年

②　無形固定資産（リース資産を除く）
当社及び連結子会社は主として定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（３～５
年）に基づく定額法を採用しております。

③　リース資産 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リ
ース取引に係るリース資産については、リース期間を耐用年数とし、残存価額を
零とする定額法を採用しております。
在外連結子会社については、国際財務報告基準第16号「リース」（以下IFRS第
16号「リース」という。）を適用しております。IFRS第16号「リース」によ
り、リースの借手については、原則としてすべてのリースを貸借対照表に資産及
び負債として計上しており、資産として計上した使用権資産の減価償却方法は見
積り耐用年数とリース期間のどちらか短い期間を耐用年数とする定額法を採用し
ております。

⑶　重要な引当金の計上基準
①　貸倒引当金 売上債権等の貸倒損失に備えるため、当社及び国内連結子会社は一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性
を勘案し、回収不能見込額を計上しております。また、在外連結子会社は主とし
て貸倒懸念債権等特定の債権について回収不能見込額を計上しております。

②　製品保証引当金 当 社 、TERASAKI ELECTRIC CO., (FAR EAST) PTE.LTD. 、TERASAKI 
ELECTRIC (CHINA) LTD.及びTERASAKI ELECTRIC (SHANGHAI) CO.,LTD.
は、販売製品について契約に基づき将来発生する製品保証の支出に備えるため、
過去の実績に基づき当連結会計年度の負担額を計上しております。

－ 9 －



2025/05/29 19:33:00 / 24182437_寺崎電気産業株式会社_招集通知

連結注記表

⑷　重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理して
おります。
　なお、在外子会社等の資産及び負債は連結決算日の直物為替相場により、収益及び費用は期中平均相場に
より円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めて計上しております。

　⑸　退職給付に係る会計処理の方法
　退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当社及び国内連結子会社において当連結会計年
度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、退職給付債務から年金資産の額を控除した額を
退職給付に係る債務（ただし、年金資産の額が退職給付債務を超える場合には退職給付に係る資産）として
計上しております。
　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度までの期間に帰属させる方法について
は、期間定額基準によっております。
　過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）によ
る定額法により按分した額を費用処理することとしております。
　数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数
（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生年度の翌連結会計年度から費用処理することとし
ております。
　未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については税効果を調整の上、純資産の部におけるその
他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。
　一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支
給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

　⑹　収益及び費用の計上基準
　当社及び連結子会社では、以下の５ステップアプローチに基づき、顧客との契約で約束した財又はサービ
スの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識し
ております。
　　ステップ１：顧客との契約を識別する
　　ステップ２：契約における履行義務を識別する
　　ステップ３：取引価格を算定する
　　ステップ４：取引価格を契約における履行義務に配分する
　　ステップ５：企業が履行義務の充足時に収益を認識する
　当社グループは、主として低圧遮断器、配電制御システム及び医療用機器等の製造・販売、並びにこれら
の製品に対する保守・メンテナンスサービスの提供を行っており、製品グループごとに以下により収益を認
識しております。
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①　機器製品関連
　主に、低圧遮断器等の製造・販売を行っており、顧客に製品を引渡した時点において顧客が当該製品
に対する支配を獲得し、当社グループの履行義務が終了すると判断しており、当該製品の引渡し時点に
おいて収益を認識しております。
　なお、商品又は製品の国内販売において、出荷時から当該商品又は製品の支配が顧客に移転される時
までの期間が通常の期間である場合には、出荷時に収益を認識しております。

②　システム製品関連
　主に、船舶用及び産業用の配電制御システム、医療用機器等の製造・販売、並びにこれらの製品に対
する保守・メンテナンスサービスの提供を行っており、製品の引渡し時点及びサービスの提供時点にお
いて、顧客が当該製品及びサービスに対する支配を獲得し、当社グループの履行義務が充足されると判
断しているため、製品を引渡した時点及びサービスを提供した時点で収益を認識しております。
　なお、商品又は製品の国内販売において、出荷時から当該商品又は製品の支配が顧客に移転される時
までの期間が通常の期間である場合には、出荷時に収益を認識しております。
　また、販売契約において、製品の顧客への引渡し後一定期間内に生じた製品の欠陥による故障に対し
て無償で修理又は交換を行う製品保証義務を有しております。当該保証義務は、製品が顧客との契約に
定められた仕様に従って意図したとおりに機能するという保証を顧客に提供するものであるため、製品
保証引当金として認識しております。

　両製品に関わる販売とも履行義務に対する対価は、履行義務を充足してから概ね１年以内に受領して
おり、重要な金融要素は含んでおりません。

　⑺　重要なヘッジ会計の方法
①　ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理によっております。
　なお、為替予約等について振当処理の要件を満たしている場合には振当処理によっております。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象
　当連結会計年度にヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッジ対象は次のとおりであります。
(イ) ヘッジ手段：為替予約

　ヘッジ対象：外貨建売掛金及び受取手形
③　ヘッジ方針

　外貨建予定取引に関して、為替予約を付し為替変動リスクをヘッジする方針であります。
　一部の原材料における価格変動リスクの低減のため、使用量の範囲内で商品価格スワップ取引によりヘ
ッジする方針であります。

④　ヘッジ有効性評価の方法
　ヘッジ手段及びヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計又は相場変動を比較して、ヘッジ有効性を
評価しております。
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（会計方針の変更に関する注記）
　（法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準等の適用）

　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日。以下
「2022年改正会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用しております。
　法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第
20-3項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適
用指針第28号　2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」という。）第65-2項（2）ただし書きに
定める経過的な取扱いに従っております。
　なお、当該会計方針の変更による連結計算書類に与える影響はありません。

（会計上の見積りに関する注記）
　（繰延税金資産の評価）

　繰延税金資産の回収可能性は、将来の税負担を軽減する効果を有するかどうかで評価され、当該評価にあ
たっては、収益力に基づく一時差異等加減算前課税所得の十分性があるかどうかを評価されます。当該評価
の結果、回収可能性がないと評価された繰延税金資産については、評価性引当額の計上により減額されま
す。
　当社グループが、当連結会計年度末の連結貸借対照表において計上した繰延税金資産は412,500千円であ
り、繰延税金負債との相殺前金額は1,420,770千円であります。このうち、当社において計上した繰延税金
資産（繰延税金負債との相殺前）の金額は800,116千円となっております。
　当該繰延税金資産の回収可能性評価のもととなる将来の課税所得発生見込み額は、当連結会計年度末時点
における需要予測等をベースに作成した事業計画を基礎として算出しております。
　但し、課税所得が生じる時期及び金額は、将来の経済状況の変動の影響を受ける可能性があり、実際に生
じた時期及び金額が見積りと異なった場合、回収可能と判断される繰延税金資産及び負債の金額が変動し、
翌連結会計年度の連結計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があります。

（追加情報）
（法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正）
　2026年４月１日以後に開始する連結会計年度から法人税率等の引上げ等が行われることとなりました。こ
れに伴い、繰延税金資産および繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の30.6％から2025年４
月１日に開始する連結会計年度に解消が見込まれる一時差異等については30.6％、2026年４月１日以降に
開始する連結会計年度に解消が見込まれる一時差異等については、31.5％となります。
　なお、この税率の変更による連結計算書類に与える影響は軽微です。
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１．有形固定資産の減価償却累計額 23,604,306千円

資 産 金 額
建 物 及 び 構 築 物 1,502,399千円
土 地 1,100,106千円
投 資 有 価 証 券 135,890千円

合 計 2,738,396千円

金 額
１ 年 内 返 済 予 定 の 長 期 借 入 金 1,148,000千円
長 期 借 入 金 1,816,000千円

合 計 2,964,000千円

金 額
受 取 手 形 1,600,650千円
売 掛 金 12,393,258千円

（連結貸借対照表に関する注記）

２．担保資産及び担保付債務
①　担保に供している資産は次のとおりであります。

②　担保付債務は次のとおりであります。

この他、上記①の資産の一部は銀行保証等銀行取引に対し担保に供しております。

３．顧客との契約から生じた債権
　受取手形及び売掛金のうち、顧客との契約から生じた債権の金額は、それぞれ以下のとおりであります。
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（単位：株）
当連結会計年度期首

株式数
当連結会計年度

増加株式数
当連結会計年度

減少株式数
当連結会計年度末

株式数

発行済株式

普通株式 13,030,000 － － 13,030,000

　合計 13,030,000 － － 13,030,000

自己株式

普通株式 1,070 47 － 1,117

　合計 1,070 47 － 1,117

決議 株式の種類 配当金総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日
2024年

５月15日
取締役会

普通株式 338,752千円 26円 2024年
３月31日

2024年
６月12日

2024年
11月13日
取締役会

普通株式 130,288千円 10円 2024年
９月30日

2024年
12月6日

決議 株式の種類 配当の原資 配当金総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日
2025年

５月15日
取締役会

普通株式 利　益
剰余金 390,866千円 30円 2025年

３月31日
2025年

６月12日

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び総数に関する事項

（注）普通株式の自己株式の増加47株は、単元未満株式の買取りによるものであります。

２．剰余金の配当に関する事項
⑴　配当金支払額

⑵　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
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（金融商品に関する注記）
１．金融商品の状況に関する事項

　当社グループは、資金運用については短期的な預金等や安全性の高い金融商品に限定し、資金の調達につ
いては銀行等金融機関からの借入によっております。デリバティブは後述するリスクを回避するために利用
しており、投機的な取引は行わない方針であります。
　受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程等の内部管理基準に沿ってリスク低減を図
っております。一部の外貨建営業債権については、為替相場の変動リスクを回避しキャッシュ・フローの固
定化を図るために、包括的あるいは個別契約ごとにデリバティブ取引（先物為替予約取引）をヘッジ手段と
して利用しております。
　投資有価証券については、主として業務上の関係を有する企業の株式であり、その大部分は上場株式であ
ります。これらについては、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、四半期ごとに時価の把握を行っ
ております。
　支払手形及び買掛金並びに電子記録債務は、そのほとんどが１年以内の支払期日であります。外貨建営業
債務については、為替相場の変動リスクに晒されておりますが、外貨建営業債権がこれを上回るため基本的
にリスクはヘッジされております。
　借入金は、主に営業運転資金及び設備投資に係る資金の調達を目的としたものであります。また、連結グ
ループ内の資金の有効活用及び連結での支払利息削減を目的として、連結子会社からの借入を行っておりま
す。連結子会社からの借入については、基本的に子会社所在地国通貨での借入としております。当該子会社
からの外貨建借入の実行に際しては、金利及び為替相場の変動リスクを回避しキャッシュ・フローの固定化
を図るため、個別契約ごとに銀行等金融機関との間で金利通貨スワップ取引を行っております。なお、連結
子会社からの借入について、子会社所在地国での規制等により子会社所在地国通貨での借入の実行が困難な
場合は、円建てでの借入実行を行い、子会社において現地金融機関との間で個別契約ごとに金利通貨スワッ
プ取引を行っております。
　デリバティブ取引については、基本的に、金利通貨スワップ取引、先物為替予約取引及び商品価格スワッ
プ取引に限定しており、社内管理規程等に従い、実需の範囲内で行うように運用・管理を行っております。
なお、リスク回避及び低減の観点より、それ以外のデリバティブ取引の実行が必要となった場合は、取締役
会での承認に基づき行うこととしております。

－ 15 －
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連結注記表

（単位：千円）
連結貸借対照表
計上額（＊１）

時価
（＊１） 差額

⑴　投資有価証券

　　その他有価証券 1,092,748 1,092,748 －

⑵　長期借入金 （3,076,500） （3,045,621） 30,878

⑶　デリバティブ取引（＊２）

ヘッジ会計が適用されていないもの 211,093 211,093 －

ヘッジ会計が適用されているもの － － －

２．金融商品の時価等に関する事項
　2025年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり
ます。なお、市場価格のない株式等（連結貸借対照表上50,708千円）は、「その他有価証券」には含めて
おりません。また、現金は注記を省略しており、預金、受取手形及び売掛金、支払手形及び買掛金、電子記
録債務並びに短期借入金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略してお
ります。

（＊１）負債に計上されているものについては、（　　）で示しております。
（＊２）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しております。

３．金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベ
ルに分類しております。
　レベル１の時価：　観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該

時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価
　レベル２の時価：　観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の

算定に係るインプットを用いて算定した時価
　レベル３の時価：　観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞ
れ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。
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（単位：千円）

時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

　　その他有価証券

　　　株式 1,092,748 － － 1,092,748

デリバティブ取引

　金利通貨スワップ － 211,093 － 211,093

（単位：千円）

時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金 － 3,045,621 － 3,045,621

①　時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債

②　時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
⑴　投資有価証券

　上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時
価をレベル１の時価に分類しております。これらの時価は、取引所の価格によっております。

⑵　長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む）
　長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り
引いて算定しており、レベル２に分類しております。

⑶　デリバティブ取引
　デリバティブ取引の時価については、金利や為替レート等の観察可能なインプットを用いて割引現在価
値法により算定しており、レベル２に分類しております。
　なお、為替予約の振当処理によるものは、ヘッジ対象とされている売掛金と一体として処理されている
ため、その時価は当該売掛金の時価に含めております。

（賃貸等不動産に関する注記）
賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、注記を省略しております。
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連結注記表

（単位：千円）
報告セグメント

合計
日本 アジア ヨーロッパ

顧客との契約から生
じる収益 26,928,266 22,186,423 7,290,176 56,404,866

外部顧客への売上高 26,928,266 22,186,423 7,290,176 56,404,866

当連結会計年度
顧客との契約から生じた債権（期首残高） 16,066,705千円
顧客との契約から生じた債権（期末残高）  13,993,909千円
契約負債（期首残高） 441,630千円
契約負債（期末残高） 2,334,047千円

（収益認識に関する注記）
１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（注）１.当社グループは各種配電盤及び低圧遮断器を主とした産業用電気機械器具等を生産・販売してお
り、国内においては当社が、海外においてはそれぞれの連結関係会社の所在地において現地法人が経
営を担当しております。現地法人はそれぞれ独立した経営単位であり、取り扱い製品についてそれぞ
れの地域の包括的な戦略を立案し事業活動を展開しております。したがって、当社グループは、生
産・販売体制を基礎とした所在地セグメントから構成されており、製品を販売する市場と顧客の類似
性から集約した「日本」、「アジア」及び「ヨーロッパ」の３つを報告セグメントとしております。

２.販売元の所在地を基礎とし、セグメント間の内部取引控除後の金額を表示しております。

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等「４.会計方針に関する事項（６）収益
及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

３．当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
①　契約資産及び契約負債の残高等

　契約負債は主に、製品の引渡し前に顧客から受け取った対価であり、連結貸借対照表上、流動負債のそ
の他に含まれております。
　顧客との契約から生じた債権、契約資産及び契約負債の期首残高及び期末残高は、以下のとおりであり
ます。

（注）1.当連結会計年度に認識された収益のうち、期首残高の契約負債の残高が含まれている金額に重
要性はありません。

　　　2.契約資産の残高は、期首及び期末ともに重要なものではなく記載を省略しております。
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１株当たり純資産額 3,947円56銭
１株当たり当期純利益 341円67銭

　　親会社株主に帰属する当期純利益 4,451,526千円
　　普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利益 4,451,526千円
　　普通株式の期中平均株式数 13,028千株

②　残存履行義務に配分した取引価格
　当社及び連結子会社では、残存履行義務に配分した取引価格の注記にあたって実務上の便法を適用し、
当初に予想される契約期間が１年以内の契約について注記の対象に含めておりません。未充足（又は部分
的に未充足）の履行義務は、当連結会計年度末において33,101,696千円であります。当該履行義務はシ
ステム製品関連の販売に関するものであり、期末日後1年以内に約49％、残り約51％がその後３年以内
に収益として認識されると見込んでおります。

（１株当たり情報に関する注記）

（注）１株当たり当期純利益の算定上の基礎

（重要な後発事象に関する注記）
該当事項はありません。

（注）　本注記表中の記載金額及び株式数は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

( 2024年 4 月 1 日から
2025年 3 月31日まで )

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資　本

準備金

資本剰余金

合　計

利　益

準備金

その他利益剰余金 利益剰余金

合　　計特別償却
準　備　金

別　途
積立金

繰越利益
剰　余　金

当 期 首 残 高 1,236,640 2,244,650 2,244,650 150,387 11,457 4,900,168 9,788,604 14,850,618

当 期 変 動 額
特 別 償 却 準 備 金
の 取 崩 し △1,413 1,413 －

剰 余 金 の 配 当 △469,041 △469,041
当 期 純 利 益 2,997,821 2,997,821

自 己 株 式 の 取 得
株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)

当 期 変 動 額 合 計 － － － － △1,413 － 2,530,193 2,528,780
当 期 末 残 高 1,236,640 2,244,650 2,244,650 150,387 10,044 4,900,168 12,318,797 17,379,398

株 主 資 本 評 価 ・ 換 算 差 額 等
純 資 産 合 計

自 己 株 式 株 主 資 本 合 計 その他有価証券
評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 △1,513 18,330,394 575,991 575,991 18,906,385

当 期 変 動 額
特別償却準備金
の 取 崩 し － －

剰 余 金 の 配 当 △469,041 △469,041

当 期 純 利 益 2,997,821 2,997,821

自己株式の取得 △110 △110 △110
株主資本以外の
項 目
の 当 期 変 動 額
( 純 額 )

109,684 109,684 109,684

当 期 変 動 額 合 計 △110 2,528,669 109,684 109,684 2,638,353
当 期 末 残 高 △1,624 20,859,064 685,675 685,675 21,544,739

株主資本等変動計算書

（注）　記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１．資産の評価基準及び評価方法
⑴　有価証券の評価基準及び評価方法

①　子会社株式及び関連会社株式　　　：総平均法に基づく原価法を採用しております。
②　その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの：時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は
移動平均法により算定）を採用しております。

市場価格のない株式等　　　　　：総平均法に基づく原価法を採用しております。
⑵　デリバティブの評価基準及び評価方法 時価法を採用しております。
⑶　棚卸資産の評価基準及び評価方法

①　商品及び製品、原材料
　主として総平均法に基づく原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により
算定）を採用しております。

②　仕掛品
システム製品　：主として個別法に基づく原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法により算定）を採用しております。
機器製品　　　：主として総平均法に基づく原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法により算定）を採用しております。
③　貯蔵品

主として最終仕入原価法を採用しております。

２．固定資産の減価償却の方法
⑴　有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法（ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１
日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法）を採用しております。
　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物　　　　： 2 ～50年
構築物　　　： 7 ～50年
機械及び装置： 2 ～ 7 年
車両運搬具　： 2 ～11年
工具器具備品： 2 ～20年
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⑵　無形固定資産（リース資産を除く）
　定額法によっております。なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（３
～５年）に基づく定額法を採用しております。

⑶　リース資産
　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引に係るリース
資産については、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

３．引当金の計上基準
⑴　貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の債権に対する貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸
倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

⑵　退職給付引当金
　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計
上しております。
　退職給付引当金の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度までの期間に帰属させる方法について
は、期間定額基準によっております。
　過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）に
よる定額法により按分した額を費用処理することとしております。
　数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10
年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生年度の翌事業年度から費用処理することとしておりま
す。

⑶　製品保証引当金
　販売製品について契約に基づき将来発生する製品保証の支出に備えるため、過去の実績額を基礎とした
当社所定の基準により当事業年度の負担額を計上しております。

⑷　受注損失引当金
　受注物件のうち、当事業年度末時点で損失が発生する可能性が高いと見込まれ、かつ、当該損失額を合
理的に見積もることが可能な物件について、翌事業年度以降の損失見積額を計上しております。

４．収益及び費用の計上基準
　当社は、以下の５ステップアプローチに基づき、顧客との契約で約束した財又はサービスの支配が顧客に
移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識しております。
　　ステップ１：顧客との契約を識別する
　　ステップ２：契約における履行義務を識別する
　　ステップ３：取引価格を算定する
　　ステップ４：取引価格を契約における履行義務に配分する
　　ステップ５：企業が履行義務の充足時に収益を認識する

－ 22 －



2025/05/29 19:33:00 / 24182437_寺崎電気産業株式会社_招集通知

個別注記表

　当社は、主として低圧遮断器、配電制御システム及び医療用機器等の製造・販売、並びにこれらの製品に
対する保守・メンテナンスサービスの提供を行っており、製品グループごとに以下により収益を認識してお
ります。
⑴　機器製品関連

　主に、低圧遮断器等の製造・販売を行っており、顧客に製品を引渡した時点において顧客が当該製品に
対する支配を獲得し、当社の履行義務が終了すると判断しており、当該製品の引渡し時点において収益を
認識しております。
　なお、商品又は製品の国内販売において、出荷時から当該商品又は製品の支配が顧客に移転される時ま
での期間が通常の期間である場合には、出荷時に収益を認識しております。

⑵　システム製品関連
　主に、船舶用及び産業用の配電制御システム、医療用機器等の製造・販売、並びにこれらの製品に対す
る保守・メンテナンスサービスの提供を行っており、製品の引渡し時点及びサービスの提供時点におい
て、顧客が当該製品及びサービスに対する支配を獲得し、当社の履行義務が充足されると判断しているた
め、製品を引渡した時点及びサービスを提供した時点で収益を認識しております。
　なお、商品又は製品の国内販売において、出荷時から当該商品又は製品の支配が顧客に移転される時ま
での期間が通常の期間である場合には、出荷時に収益を認識しております。
　また、販売契約において、製品の顧客への引渡し後一定期間内に生じた製品の欠陥による故障に対して
無償で修理又は交換を行う製品保証義務を有しております。当該保証義務は、製品が顧客との契約に定め
られた仕様に従って意図したとおりに機能するという保証を顧客に提供するものであるため、製品保証引
当金として認識しております。

　両製品に関わる販売とも履行義務に対する対価は、履行義務を充足してから概ね１年以内に受領してお
り、重要な金融要素は含んでおりません。

５．外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
　外貨建金銭債権債務は、決算期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理して
おります。

６．ヘッジ会計の方法
⑴　ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理によっております。なお、為替予約等について振当処理の要件を満たしている場合には
振当処理によっており、また、金利通貨スワップ取引について一体処理（特例処理、振当処理）の要件を
満たしている場合には一体処理を採用しております。
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⑵　ヘッジ手段とヘッジ対象
　当事業年度にヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッジ対象は次のとおりであります。
①　ヘッジ手段：為替予約

ヘッジ対象：外貨建売掛金及び受取手形
②　ヘッジ手段：金利通貨スワップ

ヘッジ対象：外貨建借入金及び支払利息
⑶　ヘッジ方針

　外貨建予定取引に関して、為替予約を付し為替変動リスクをヘッジする方針であります。
　なお、連結グループ内資金の有効活用等を目的として在外子会社から所在地国通貨による借入を実施す
る場合があります。その場合には、金利通貨スワップ取引により金利及び為替変動リスクをヘッジする方
針であります。
　また、一部の原材料における価格変動リスクの低減のため、使用量の範囲内で商品価格スワップ取引に
よりヘッジする方針であります。

⑷　ヘッジ有効性評価の方法
　ヘッジ手段及びヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計又は相場変動を比較して、ヘッジ有効性を
評価しております。ただし、一体処理によっている金利通貨スワップについては、ヘッジ有効性の評価を
省略しております。

（会計方針の変更に関する注記）
　（法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準等の適用）

　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日。以下
「2022年改正会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用しております。
　法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第
20-3項ただし書きに定める経過的な取扱いに従っております。
　なお、当該会計方針の変更による計算書類に与える影響はありません。

（会計上の見積りに関する注記）
　（繰延税金資産の評価）

　連結計算書類の連結注記表「会計上の見積りに関する注記（繰延税金資産の評価）」の内容と同一であり
ます。
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１．有形固定資産の減価償却累計額 11,558,568千円

資 産 金 額
建 物 1,502,399千円
土 地 1,100,106千円
投 資 有 価 証 券 135,890千円

合 計 2,738,396千円

金 額
１ 年 内 返 済 予 定 の 長 期 借 入 金 1,148,000千円
長 期 借 入 金 1,816,000千円

合 計 2,964,000千円

売掛金 2,010,531千円
その他流動資産 195,067千円

買掛金 1,493,693千円
1年内返済予定の長期借入金 499,560千円
その他流動負債 86,980千円

（貸借対照表に関する注記）

２．担保資産及び担保付債務
①　担保に供している資産は次のとおりであります。

②　担保付債務は次のとおりであります。

この他、上記①の資産の一部は銀行保証等銀行取引に対し担保に供しております。

３．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
短期金銭債権

短期金銭債務
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売上高 9,053,539千円
仕入高 12,198,349千円
製造費用 48,585千円
販売費及び一般管理費 124,125千円
営業取引以外の取引高 1,674,730千円

（単位：株）
当事業年度期首

株式数
当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度末
株式数

普 通 株 式 1,070 47 － 1,117

合 計 1,070 47 － 1,117

（損益計算書に関する注記）
関係会社との取引高

（株主資本等変動計算書に関する注記）
自己株式の種類及び総数に関する事項

（注）普通株式の自己株式の増加47株は、単元未満株式の買取りによるものであります。
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繰延税金資産
関係会社株式評価損 9,450千円
関係会社出資金評価損 113,776千円
貸倒引当金 41,453千円
退職給付引当金 388,831千円
未払賞与 142,911千円
棚卸資産評価損 127,295千円
その他 153,359千円
　　　　　　繰延税金資産小計 977,077千円
評価性引当額 △176,961千円
　　　　　　繰延税金資産合計 800,116千円

繰延税金負債
退職給付信託設定益 △892,227千円
特別償却準備金 △4,471千円
その他有価証券評価差額金 △282,175千円
　　　　　　繰延税金負債合計 △1,178,874千円

繰延税金負債純額 378,757千円

固定負債　－　繰延税金負債 378,757千円

（税効果会計に関する注記）
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（注）当事業年度における繰延税金負債の純額は貸借対照表の以下の項目に含まれております。

２．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正
　2026年４月１日以後に開始する事業年度から法人税率等の引上げ等が行われることとなりました。こ
れに伴い、繰延税金資産および繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の30.6％から2025
年４月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異等については30.6％、2026年４月１日以
降に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異等については、31.5％となります。
　なお、この税率の変更による計算書類に与える影響は軽微です。
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種 類 会 社 等 の 名 称
議決権等の所有
( 被 所 有 )
割 合

関 連 当 事 者
と の 関 係 取引の内容 取 引 金 額

(千円) 科 目 期 末 残 高
(千円)

子会社 (株）耶馬溪製作所
所有

直接100％

製 品 の 仕 入 原材料の購入＊2 4,821,087 買 掛 金 382,325
役 員 の 兼 務

子会社 テラテック（株）
所有

直接100％

資 金 の 借 入 利息の支払＊3 8,999 長 期 借 入 金 1,200,000
役 員 の 兼 務

子会社 テラメックス（株）
所有

直接100％

資 金 の 借 入 利息の支払＊3 9,050 長 期 借 入 金 1,500,000
役 員 の 兼 務

子会社 テラサキ伊万里（株）
所有

直接100％

製 品 の 仕 入 原材料の購入＊2 3,297,847 買 掛 金 499,570
資 金 の 貸 付 資金の貸付＊3 300,000 その他流動資産 160,000

資金の回収＊3 160,000 長 期 貸 付 金 1,850,000
利息の受取＊3 8,646

子会社 TERASAKI ELECTRIC
(M) SDN.BHD.

所有

直接100％

製 品 の 仕 入 原材料の購入＊2 2,557,889 買 掛 金 501,912
役 員 の 兼 務

子会社 TERASAKI ELECTRIC
(EUROPE) LTD.

所有

直接100％

当社製品の販売 製品の販売＊1 2,547,686 売 掛 金 552,413

役 員 の 兼 務 利息の支払＊3 15,985 1年内返済予定
の 長 期 借 入 金 499,560

子会社 TERASAKI ELECTRIC
CO.,(F.E.) PTE.LTD.

所有

直接100％
資 金 の 借 入 利息の支払＊3 7,222 長 期 借 入 金 1,605,000
役 員 の 兼 務

子会社 TERASAKI ELECTRIC
(CHINA) LTD.

所有

直接100％

当社製品の販売 製品の販売＊1 2,404,224 売 掛 金 594,131
資 金 の 借 入 資金の借入＊3 791,250 長 期 借 入 金 719,250
役 員 の 兼 務 資金の返済＊3 630,000

利息の支払＊3 3,026

（関連当事者との取引に関する注記）
　当事業年度において、関連当事者との間で次の内容の取引を行っております。

　　子会社及び関係会社等

（注）１．取引金額には消費税等は含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。
２．取引条件及び取引条件の決定方針

＊１：当社製品の販売については、市場価格を基に販売価額を決定しております。
＊２：原材料の購入については、市場価格、総原価を勘案して、当社希望価格を提示し、毎期価格交渉

の上、購入価格を決定しております。
＊３：資金の貸付及び借入の利率については、市場金利を勘案して合理的に決定しております。
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１株当たり純資産額 1,653円61銭
１株当たり当期純利益 230円09銭

　　当期純利益 2,997,821千円
　　普通株式に係る当期純利益 2,997,821千円
　　普通株式の期中平均株式数 13,028千株

（収益認識に関する注記）
　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報については、「連結注記表　（収益認識に関
する注記）」に同一内容を記載しておりますので注記を省略しております。

（１株当たり情報に関する注記）

（注）１株当たり当期純利益の算定上の基礎

（重要な後発事象に関する注記）
該当事項はありません。

（注）　本注記表中の記載金額及び株式数は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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